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社会医療法人ジャパンメディカルアライアンス 

地域医療連携推進法人を活用した病院給食における国内初の取り組み 

 

 

社会医療法人ジャパンメディカルアライアンス(以下 JMA、理事長：鄭 義弘、本部：神奈川県海老名市)

は、11 月より医療機関における給食事業の分野で三菱商事株式会社の協力を得て、神奈川県内で立ち上げ

た地域医療連携推進法人「さがみメディカルパートナーズ(代表理事：服部 智任、本部：神奈川県海老名

市)」の枠組みを活用して、JMA が神奈川県で運営する海老名総合病院向けの給食・配食サービスに着手、

同法人内の施設への展開を検討することといたしました。病院給食において地域医療連携推進法人を活用す

ることは国内初の取り組みとなります。 

 

【事業協力の目的および概要】 

医療・介護業界では、昨今の人材不足により、病院や介護施設内での食事提供にかかわる人手の確保が極

めて困難となっており、特に給食業務を外部委託している場合では、人件費高騰による委託費の上昇が経営

圧迫の大きな要因となってきています。また、建物の老朽化や狭隘化に伴う、厨房設備の維持管理面の負担

も施設側に大きくのしかかっており、給食の安定継続が危ぶまれている状況です。 

 

そこで、JMA では、海老名総合病院において医療材料等の取引関係にある三菱商事グループとの電気厨

房機器導入による省人化実証実験を踏まえ、病院食の一部に、同子会社の株式会社日本ケアサプライ(代表

取締役社長：金子 博臣 本社：東京都港区)の商材である冷凍型弁当(写真)を導入する取組を開始いたしま

した。今後、病院食への「調理済み・盛り付け済み」冷凍型商材の適用をさらに拡大していくことで、院内

調理に関わる要員やスペースの圧縮を段階的に行い、施設内における“厨房設備レス”を実現する事業モデル

の実現を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

現状では、同様な経営課題を抱える医療機関は少なくないことから、海老名総合病院での取り組みをもと

に、施設内厨房の不要化を前提とする新たな給食・配食サービスの研究と他施設への展開促進を、引き続き

三菱商事グループと協同して研究していくことといたしました。 

 

特に単独ではスケールメリットを享受することが難しい地域の中小病院を対象として、神奈川県県央地域

で 4 月に認定された地域医療連携推進法人「さがみメディカルパートナーズ」の枠組みを活用する形で事業

展開いたします。厨房設備や人手に依存しない新たな給食方式を広めていくことで、院内給食運営の課題を

払拭し、病院が医療サービスに資源を集中できる環境づくりに貢献してまいります。 

 

 

株式会社日本ケアサプライ「バランス弁当」(左：朝食 右：昼夕食) 



 

  

 

 
 

◆社会医療法人ジャパンメディカルアライアンスについて 

神奈川県の海老名総合病院(479 床)、座間総合病院(352 床)、および埼玉県の東埼玉総合病院(173 床)とい

った、救急医療を提供する地域の中核病院のほか、診療所や在宅支援等の各機能の施設を有し、切れ目のな

い医療・介護サービスを提供しています。 

 

 

◆地域医療連携推進法人さがみメディカルパートナーズについて 

地域医療連携推進法人(制度)は、地域医療構想の達成及び地域包括ケアシステムの構築に資する一つの選

択肢とされ、「地域において良質かつ適切な医療を効率的に提供するため、病院等に係る業務の連携を推進

するための方針（医療連携推進方針）を定め、医療連携推進業務を行う一般社団法人を都道府県知事が認定

（医療連携推進認定）する制度」です。 

（厚生労働省 HP https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000177753.html) 

 

なお、令和元年 6 月時点では全国で 13 の法人が認定されていますが、さがみメディカルパートナーズはこ

の中でも珍しい、民間の施設のみで構成された法人です。このため、参画施設が地域で質の高い医療を継続

していくために必須となる、経営の安定性に資する連携推進業務にも力を入れております。 

 

 

◆三菱商事グループ（ヘルスケア領域）について 

世界約 90 の国・地域に広がる同社の拠点と約 1,400 の連結事業会社と協働しながらビジネスを展開する

総合商社です。ヘルスケア領域ではエム・シー・ヘルスケア株式会社を通じた医療材料・医薬品の調達支援

／物品管理や、医療機器・システムの導入支援、先端医療機器の輸入販売など、さまざまな事業を通じて病

院の経営改善に貢献しています。また、株式会社日本ケアサプライでは、地域の福祉用具貸与事業者に、介

護保険制度の対象となる福祉用具をレンタル・販売業のほか、食事サービスなどの介護事業者向けサポート

事業を行っています。 
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本件に関するお問合せ 

社会医療法人ジャパンメディカルアライアンス 

経営企画本部 事業開発推進部 広報企画担当 

(TEL）046－235－0765 (FAX）046－233－1613 

(Mail) jma_pr@jin-ai.or.jp  (URL) https://www.jinai.jp/ 
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